第１号様式（第４条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　年　月　日

公益財団法人岐阜県産業経済振興センター　
理事長　様
	住　　　所
	🏣

	
	岐阜県


	申請者名
(企業名)
	

	代表者
	役職
	

	
	氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　

　印


※登記簿謄本等から正確に記入してください。
　　　　
平成　　年度 公益財団法人岐阜県産業経済振興センター

新ビジネス展開応援事業費助成金交付申請書
　次のとおり標記助成金の交付を受けたいので、新ビジネス展開応援事業費助成金交付要領第４条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
	事業計画名

(３０字以内)
	（事業内容を簡潔に表現する名称としてください。）

	助成事業期間
	交付決定日　～　平成　　年　月　日

	助成金

交付申請額
	（収支予算書（第１号－３様式）の「助成金申請額A」の千円未満の端数を切り捨て）

金　　　　　千円　　


＜申請者の概要＞　

	申請者名
(企業名)
	(フリガナ)　 

	
	

	資本金
	千円
	創業/設立年月日
	Ｓ/Ｈ　　年　　月　　日

	ホームページ アドレス
	

	役員・従業員数
	役員
	従業員（人）
	左記のうち
正社員

	
	
	事務系
	営業系
	技術系
	合計
	

	
	
	
	
	
	
	

	決算状況
（直近２期分）

※千円未満切り捨て
	区　分
	(直前期)Ｈ　　年　月期
	Ｈ　年　月期

	
	売 上 高
	　千円
	　千円

	
	経常利益(法人のみ)
	　千円　
	　千円

	
	当期利益(法人のみ)
	　千円
	　千円

	主な事業内容

(主な取扱製品

又はサービス内容)
	（既存取扱製品）や（主要取引先）などを踏まえ具体的に記入すること



	経営上の強み

（技術・経営
ノウハウ等に関する
自己アピール）
	（保有資格）などを踏まえ具体的に記入すること記入すること



	経営環境及び

現在の課題
	

	事業を実施

する場所

※工場、支店等ある

場合に記入
	🏣

	
	岐阜県



	担当者
	役職
	

	
	氏名
	（フリガナ）　

	
	
	

	所属部署名
	

	電話番号
	(  )   - 

	ＦＡＸ番号
	(  )   - 

	E-mailアドレス
	　@ 


＜役員等に関する事項＞（法人用）
（非常勤及びその他これに類する地位にある方並びに経営に実質的に関与している方）

	一社の大企業又はその役員からの50％以上の出資の有無
	　無

	職　　名
	ふりがな

氏　　名
	性別
	生年月日（和暦）
	会社名

※他社と兼務の場合

	
	
	
	年　月　日
	

	
	
	
	年　月　日
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※助成事業の適切な執行を確保するため、申請事業者等が暴力団等に関係する者でないかを関係機関へ照会する場合があります。

＜助成対象の事業段階＞ 
(該当する段階に【○】を付して下さい）
	第１段階（可能性調査研究等）
	

	第２段階（新商品・新サービス・新技術研究開発等）
	

	第３段階（新市場挑戦）
	

	第４段階 (フォローアップ)
	


※第一段階だけでの申請はできません。

※同一事業について、４年以上の継続申請はできません。（同一段階での継続申請はできません）
第１号－２様式（第４条関係）　　

＜助成事業実施計画書＞
	新商品・新サービスの概要・特徴

	事業計画名に則って、現状の課題を明確にし、「ここが新ビジネスである」というポイントについて、調査の内容、研究・生産・特許等の技術的な優位性、新規性、独創性、自社従来製品及び競合他社製品との比較、販売方法・サービス提供方法等について分かるように記載してください。）
【Ａ：現状の課題】

【Ｂ：「ここが新ビジネスである」という優位性、新規性、独創性等について】
既存との違い
ア　新製品・新サービス開発
イ　新市場開拓
ウ　ア+イの両方


	想定しているターゲット顧客及び市場等

	誰に
	(市場全体の動向を踏まえ、顧客ターゲットなど具体的な市場のユーザーについて記載)


	なにを
	 (提供する商品・サービスの特徴について記載)


	どう

やって
	 (ブランド力強化/独自技術・サービス/顧客満足度などについて記載)


	具体的な事業内容（ものによっては、イラスト・写真等を挿入して分かりやすく表示記載してください）

	【第１段階】可能性調査研究等



	【第２段階】新商品・新サービス・新技術研究開発等



	【第３段階】新市場挑戦

	【第４段階】 フォローアップ


	実施体制
（新商品・新サービス開発に関わる関係者を記載して下さい。社内に限らず、外部協力先や専門家による指導、認定支援機関等もあれば具体的に記入）

	

	本事業の発展性、地域への貢献、波及効果など
（事業実施の必要性や、期待される地域への波及効果について具体的に記入してください）

	【Ａ：事業実施の必要性】
【Ｂ：期待される地域への波及効果】



	主な工程ごとのスケジュール(新商品・新サービス開発で予定している主な工程ごとのスケジュールを記載して下さい）

	取組内容
	事業実施期間（交付決定日から実績報告書の提出まで）

	
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月

	第　段階

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	第　段階

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	実績報告書最終提出
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	成果目標と助成事業終了後の事業スケジュール
助成事業終了後の事業化（開発した新商品・新サービスの販売）に至るまでのスケジュール、売上見込　売上高、経常利益、新たな雇用者数、事業化の時期（新商品開発の場合）、起業化の時期（起業支援事業の場合）等の目標を記載して下さい。
（生産・販売等計画、利益見込み等、数値等を用いて具体的に記載してください。）

	※必要に応じて項目を追加して下さい↓（助成対象事業分について記載）
	助成期間

終了
	助成金事業終了後の事業化計画

	
	
	１年後
	２年後
	３年後
	４年後
	５年後

	
	30年度
	31年度
	32年度
	33年度
	34年度
	35年度

	販売目標
（単位：個、人）
	
	
	
	
	
	

	売上目標
（単位：千円）
	
	
	
	
	
	

	売上目標の算出根拠
	
	
	
	
	
	

	利益見込

（単位：千円）
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


＜該当があるものについて記載して下さい＞
【A】外部への委託　

※外部への委託がある場合は、委託内容等を記載してください。
※複数該当する場合は表を追加してください。
	委託先
	（予定先）


	委託内容
	（仕様書、契約書等があれば添付して下さい）



	委託金額
	（見積書、チラシ、インターネット上参考となるものの印刷物等を添付して下さい）
　

	委託理由
	


【B】展示会出展
※展示会出展がある場合は、展示会の内容等を記載し、展示会チラシ、インターネット上参考となるものの印刷物等内容がわかる資料を添付して下さい。
※複数該当する場合は表を追加してください。
	展示会名
	

	開催場所
	会場名
	

	
	住所
	

	開催期間
	平成　年　月　日～　月　日

	事前申込
	有　　・　　無　　　　

	その他
	過去に、上記の展示会に出展したことが　

	
	
	ある（これまでに  回、出展したことがある）

	
	
	ない（今回の出展が初めてである）


	展示会名
	

	開催場所
	会場名
	

	
	住所
	

	開催期間
	平成　年　月　日～　月　日

	事前申込
	有　　・　　無　　　　

	その他
	過去に、上記の展示会に出展したことが　

	
	
	ある（これまでに    回、出展したことがある）

	
	
	ない（今回の出展が初めてである）


【C】事業可能性評価事業について
※産経センターが実施する「事業可能性評価委員会」でＡ評価を受けた方は、Ａ評価の事業内容と申請事業との関係に○をつけてください。
	↓該当するものに○

	１
	
	これまでに「事業可能性評価」に申請したことがない

	２
	
	これまでに「事業可能性評価」に申請したがＡ評価を受賞できなかった

	３
	
	これまでに

「事業可能性評価」
にて

事業可能性Ａ評価を

受賞したことがある
	受賞年月日
Ｈ　年　　月
	本助成金に申請の事業は、Ａ評価を受賞した事業

（事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

である

	４
	
	
	受賞年月日
Ｈ　年　　月
	本助成金に申請の事業は、Ａ評価を受賞した事業

（事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

から派生した事業である

	５
	
	
	受賞年月日
Ｈ　年　　月
	本助成金に申請の事業は、Ａ評価を受賞した事業

（事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

とは別事業である


【D】他の補助金・助成金の交付実績(過去２年以内)及び当該年度の助成金の申請状況(予定を含む)
※今回の応募テーマと同一テーマ、同一事業にて他の助成金・補助金を活用している場合は、本助成金は採択されません。また、他の助成金・補助金を申請中の場合で、採択された場合は、どちらかの助成金・補助金を活用するかを選択し、速やかに報告してください。助成事業の適切な執行を確保するため、他の補助金について関係機関へ照会する場合があります。
※複数該当する場合は表を追加してください。
	補助金・助成金名
	

	助成対象期間
	平成　年　月　日　～　平成　年　月　日

	事業名
	

	交付決定額 / 申請を予定している額
	千円


	補助金・助成金名
	

	助成対象期間
	平成　年　月　日　～平成　年　月　日

	事業名
	

	交付決定額 / 申請を予定している額
	千円


【E】本助成金の応募のきっかけについて
	
	↓該当するもの全てに○を付けてください

	1

	(公財)岐阜県産業経済振興センター　より

	
	
	A
	(産経センターの)ＨＰより


	
	
	B
	(産経センターの)メールマガジンより

	
	
	C
	(産経センターの)セミナーより　　　   　　 セミナー名（　　　　　　　　　　　）

	
	
	D
	(産経センターの)コーディネーターより　　　コーディネーター名(        　     )

	
	
	E
	Ａ評価者への通知より　

	2
	
	商工会・商工会議所より商工会・商工会議所名(         　　      　　　　   　           )

	3
	
	金融機関（銀行等）より金融機関名（　　　　　　　　 　　）・支店名（　　　    　    　支店）

	4
	
	県庁（出先機関）より

	5
	
	ソフトピアジャパンより

	6
	
	過去に新ビジネス展開応援事業助成金を申請したことがあり、以前から知っていた

	7
	
	その他具体的に記入してください(　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　)


第１号－３様式（第４条関係）　　　　＜収支予算書＞
◆収入の部（単位：円）
※助成金の支払は事業終了後の精算払いとなりますので、事業期間中、助成金相当分の資金を確保する必要があります。
	事業全体に要する経費調達一覧
	資金調達方法

	区　　分
	事業に要する経費
	

	 助成金
交付申請額

(B)
	 (B)
	⇒　助成金を
受けるまでの

資金調達内訳(B)
	自己資金
	 円

	
	
	
	借入金
	  円

	
	
	
	計　(B)
	 円

	自己資金
	    
	

	借 入 金
	    
	(金融機関名等あれば記入)　　　

	合　計(A)
	 (A)
	


◆支出の部（単位：円）
	【段階】
経費区分
	費目
	助成事業に
要する経費
	助成対象
経　　費
	助　成　金
申　請　額
	積　算　の　内　訳

	
	
	（税込み）
	（税抜き）
	(税抜)×1/2
	

	【第　段階】
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	【第　段階】
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	【第　段階】
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	【第　段階】
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　計
	(A)
	
	(B)
	


別記第１号の２様式（第４条関係）　

＜前回事業報告書＞
　※以前に採択されたことがある申請者は、前回の事業について記載して下さい。
	事業名
	

	実施期間
	平成　　年　月　日　～　平成　年　月　日

	交付決定額
	確定額（助成を受けた額）

	　千円
	　千円

	実施事業の内容
	（前回の実績報告書より、簡潔に記載してください。）
第１段階（可能性調査研究等）

第２段階（新商品・新サービス・新技術研究開発等）

　
第３段階（新市場挑戦）

第４段階 (フォローアップ)



	事業成果
	（前回の実績報告書より、記載してください。）


	今回の取組
	（前回の事業（商品、技術、サービス）に対する改善、改良点等取組を記載してください。）（今回の計画書の記載内容の再掲も可）



別記第１号の３様式（第５条関係）
＜事前着手理由書＞
	事業の内容

	

	事前申し込み締切日
(予定)
	平成 　　年　 月　 日

	事前着手が
必要な理由
	

	支払(予定)額
	　　　　　円

	支払(予定)日
	平成 　年 　月　 日


　※経費の内容、積算、支払額、支払日等具体的な内容がわかる資料を添付してください。
  　（注）
      　 ・着手時期は、原則として交付決定のあった日以降です。

ただし、展示会出展申し込み等、交付決定日以前に行う場合には、事前着手理由書を
申請書に添付していただきます。
（採否について審査します。費用の支払いは交付決定日以降に限ります。それ以前に

支払のあったものについては、助成金対象外とします。）

＜申請書提出時の確認について＞
申請書について、確認の上、チェック欄に○印をつけてください。


※別途、補足書類についての「申請時チェックリスト」（署名要）があります。お忘れないように提出をお願いいたします。

【１】第１号様式　について

	
	
	チェック

	1
	事業計画名

事業名は事業内容を簡潔に表現する名称を30字以内で記入されていますか
	

	2
	助成対象の事業段階

申請される助成対象の事業段階に○印が付してありますか

（第1段階のみの実施は助成対象外です）
	

	3
	＜申請者の概要＞について

決算状況は決算書と一致していますか
	

	4
	＜申請者の概要＞について

従業員の役員数は役員等に関する事項（法人用）と一致していますか
	


【２】第１号様式－３様式　　＜収支予算書＞について
	
	
	チェック

	1
	収支の合計は一致していますか

（助成交付申請金額は対象経費のみ、1,000円未満切り捨て）
	

	2
	助成金申請額の合計金額(Ｂ)＝助成対象経費の合計金額 × 1/2となっていますか
（※以下、【３】の経費別充当率（上限）に該当する場合を除く）
	

	3
	見積書・価格表等と金額が整合していますか
	

	4
	経費が【別表2】記載の対象項目に該当していますか
	

	5
	備品購入費は、汎用性が高く、使用目的が特定されないもの等は助成対象経費から
除外してありますか（パソコン、エアコン、レジ、冷蔵庫、事務机などのオフィス家具等）
	


※既存人件費、建設費、食糧費（会議における飲食費）、振り込み手数料、各種添付書類の発行手数料及び消費税は助成対象外
【３】経費別充当率（上限）について

	
	
	
	チェック

	1
	新規人件費
	助成金申請額100万円以内

(助成対象経費200万円×1/2の金額)となっていますか
	

	2
	設備費

（機械装置・工具器具費等）
	助成金申請額100万円以内

(助成対象経費200万円×1/2の金額)となっていますか
	

	3
	委託費
	助成金申請額100万円以内

(助成対象経費200万円×1/2の金額)となっていますか
	

	4
	産業財産権取得費
	助成金申請額50万円以内

(助成対象経費100万円×1/2の金額)となっていますか
	


【４】申請書全体について

	
	
	
	チェック

	1
	ページ数
	交付申請書には、ページ数を付してありますか
	全　　ページ


※注意書き


　（提出時には本注意書きは


テキストボックスごと削除した後、


提出してください）


【交付要領 別表２】を基に作成してください


１　支出の部の区分は、段階（第１～第４）ごと、経費区分ごと（交付要領別表２）ごとに記入してください。


２　助成事業に要する経費は消費税及び地方消費税込みの金額、助成対象経費は消費税及び地方消費税抜きの金額を記入してください。


３　積算の内訳が多岐になる場合は、必要に応じて別紙を作成して詳細に記入してください。


４  助成金申請額に千円未満の端数がある場合は、切り捨てて記入してください。


５　収入(A)と支出 (A)、収入 (B)と支出 (B)が一致すること。





◆新規人件費（基本給のみ）、設備費（機械装置・工具器具等）及び委託費の助成限度額は、それぞれ１００万円が上限です。


◆産業財産権取得費の助成限度額は５０万円が上限です。


�
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